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取り上げてほしい企画や内容（５月） 全体：90件

１位 25件 （28％）

２位 14件 （１6％）

３位 7件 （8％）

３位 7件 （8％）





第３期広聴広報戦略プラン研修



高知市広聴広報戦略プラン

令和５年度は「第２期高知市広聴広報戦略プラン」の最終年度となり、年度内に第３期目の戦略を策定する必要がある。
そこで、財源のある国の「地域力創造アドバイザー制度」を活用し、外部専門家からの指導・助言を受けながら、より実効性の

高い戦略を策定し、効果的な事業展開に繋げるもの。

地域力創造アドバイザー高

知

市
令和５年度は第２期戦略プランの最終年度となること
から、コロナ・デジタル化など社会情勢の変化に対応
しつつ、これまでの取組を振り返り、課題を可視化し、
解決に向けた実効性の高い第３期戦略プランを策定
する。

総

務

省

＜めざす姿＞

シティプロモーションに関する知見やノウハウを有す
る外部専門家として、全国の先進事例や社会情勢
の変化、メディア事情などを参考に、戦略プランづく
り、広聴広報活動について指導・助言を行う。

＜めざす姿＞

R２年度 ３年度 ４年度

全体 ７５件 99件 111件



高知市総務部 政策推進室 広聴広報課

高知市広聴広報

骨 子 案

プラン

３第 期

戦 略
～アリバイ広報０へ もっと「伝わる」 ３つの戦略でS T E P U P！～

ゼ ロ
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高知市広聴広報戦略プランの概要
第 ３ 期 高 知 市 広 聴 広 報 戦 略 プ ラ ン 骨 子 案 ～ ア リ バ イ 広 報 ０ へ も っ と 「 伝 わ る 」 ３ つ の 戦 略 で S T E P  Ｕ Ｐ ！ ～

０１

「伝える」から「伝わる」へ

キャッチボール型広聴・広報

第１期（Ｈ２８～Ｒ１）

第３期（Ｒ６～）

情報通信技術や社会状況の変化に伴い、市政に対する市民ニーズやまちづくりの課題も
多様化し、行政に求められる広聴広報の在り方も変化している。

自治体の広聴広報を取り巻く現状、本市における課題やめざす姿を明らかにし、職員

一人一人がより戦略的な広聴・広報の取組を展開するための実行計画として「高知市
広聴広報戦略プラン」を策定。

2020（令和2）年10月に策定した第2期戦略プラン

概

要

概

要

市民の「ミカタ」で

もっと伝わる

キャッチボール型広聴・広報

STEP UP

令和６年１月 策定予定

STEP UP

職員一人一人が「市民の見方」を意識して、市民の味
方」なる意識改革を重視する。また、新たな広報媒体
の発掘やまちを好きになってもらう事業も検討。

【市民のミカタの例】見やすい文字、分かりやすい言葉、
SNS・動画を活用、平日より休日、ユニバーサルデザイン等

広聴と広報を連携させ、一方的に「伝える」のではなく、「伝わる」ための仕組みづくりを展開
する。平成28年度に戦略プランを策定し、翌年度には広聴広報の専門部署となる「広聴広報課」
を設置した。

第２期（Ｒ２～５）



出前講座 市長定例記者
会見

あかるいまち
リニューアル

市民ウエブモニター

市長と語ろう会

広聴広報担当者
の配置

高知市PR大使

ホームページの
充実

広聴広報研修
の実施

広聴広報の技術的
サポート

動画広報の活用

市民グループ・団
体からの要請に応
じて職員が直接出
向き、市の事業等
について説明し、
意見交換を行う。

市長が地域や各種団体・グループ等
の元へ出向き、市が設定したテーマ
に沿って意見交換を行う。

本市の魅力を市内
外に広く発信し、
関係人口の拡大や
地域振興を図るこ
とを目的に創設。

広聴・広報機能
強化の牽引役と
して、広聴広報
活動の実務担当
者を各課に１名
配置する。

インターネットを活
用した市政モニター
を募集し、定期的に
各課からの希望の応
じたアンケート調査
を実施する。

記者会見というオ
フィシャルな場を活
用して、市長自らが
市民に対して情報を
発信し、市政への関
心を高める。

公式LINE
開設

ニーズに合わせた情
報発信を効果的かつ
確実に行うとともに、
広報媒体へ誘導する。
また、通報機能を備
えることで双方向の
コミュニケーション
を実現。

（「アンジュルム」の川村文乃さんを委嘱）

市政情報がより多
くの市民に伝わる
よう、より機能的
で幅広く活用され
るホームページに
リニューアルする。

読者アンケートや
広聴広報推進委員
会からの意見等を
参考に、令和５年
４月号から紙面の
全面リニューアル
を行った。

各課において検討・導入できるよ
うに機材（タブレット等）の貸し
出し等の支援を行う。また令和５
年７月から手話
動画ちゃんねる
を開設。

広聴広報担当者の
広聴広報技術のス
キルアップを図る
ために、専門講師
を招へいし、研修
を開催する。

広聴広報に関する
マニュアルを作成
するとともに、広
報活動支援依頼が
あった場合には各
課における広報活
動をサポートする。
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高知市のこれまでの主な取組０2
広聴

広聴

広聴

広報

広報

広報

広報

広報

広報

組織

組織

組織

【Ｈ２８～】 【Ｒ２～】【Ｈ２９～】 【Ｈ２９～】

【Ｈ２９～】【Ｈ３０～】 【Ｈ３１～】

【Ｒ３～】 【Ｒ５～】

【Ｒ４～】

【Ｈ３０～】 【Ｈ２９～】
広聴

第 ３ 期 高 知 市 広 聴 広 報 戦 略 プ ラ ン 骨 子 案 ～ ア リ バ イ 広 報 ０ へ も っ と 「 伝 わ る 」 ３ つ の 戦 略 で S T E P  Ｕ Ｐ ！ ～
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０１ ０２ ０３
こども施策を社会全体で総合的かつ

強力に推進していくために、2022

年６月に「こども基本法」が成立し、

2023年４月には「こども家庭庁」

が発足した。基本法では、こども施

策の対象となるこども等の意見

を反映させることとしている。市

民ニーズが多様化する中で、子ども、

若者、子育て世代、地域住民など、

「誰のために」「何のために」声を

聴き、どのようにしたら情報にたど

り着くのかなどを設計し、それぞ

れに適したアプローチを行って

いくことが重要となる。

一方で、新型コロナウイルス感染症

の影響により、急速かつ強制的にデ

ジタル化が進展し、テレワークやオ

ンライン授業など、従来利活用が十

分に進んでいなかった分野でもデジ

タル化が進んでいる。2021年には岸

田総理大臣によって「デジタル田

園都市国家構想」が発表され、

2022年12月、国は「デジタル田園

都市国家構想総合戦略」を閣議

決定。本市においても今年度、当該

戦略を踏まえた「第３期高知市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦

略」を策定することとしている。

2020年に発生した新型コロナウイ

ルス感染症の度重なる感染拡大を受

けて、地方公共団体では、政府等か

らの情報（感染防止対策やワクチン

接種、経済的支援など）を正確か

つ迅速に、そして確実に、市民

等に対して発信することが求め

られ、「伝わる」広報の重要性を

再認識することとなった。

ターゲットを意識デジタルツールの有効活用市民の「ミカタ」を意識

広聴・広報を取り巻く社会情勢０３
第 ３ 期 高 知 市 広 聴 広 報 戦 略 プ ラ ン 骨 子 案 ～ ア リ バ イ 広 報 ０ へ も っ と 「 伝 わ る 」 ３ つ の 戦 略 で S T E P  Ｕ Ｐ ！ ～
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もっと「伝わる」

脱アリバイ戦略

方向性 ①

第２期広聴広報戦略プランに掲

げる「市民の見方」と「市民の

味方」を踏襲しつつ、職員一人

一人が広聴・広報活動の「目的

を明確化」し、市民目線の「伝

わる工夫」「脱アリバイ広報」

の視点を持って、もっと「伝わ

る」ための広聴・広報戦略を展

開する。

インタネットの普及に伴い、ス

マホやパソコンの利用者が増加

傾向にある。インターネットを

効果的に活用することで、幅広

い世代に対して迅速なアプロー

チが可能となり、さらに情報が

データ化されることで収集・分

析・保管作業が軽減され、業務

の効率化も期待できる。

広報紙やホームページ、チラシ、

SNS、サイネージ、プレスリリー

スなど、様々な情報伝達ツールが

あり、複数のメディアをクロスさ

せたりミックスさせることで、幅

広い層にアプローチが可能となる。

さらに、「子ども基本法」に基づ

き今後は子どもたちの声も収集し、

施策に反映させることも必要とな

る。

ターゲットを意識デジタルツールの有効活用市民の「ミカタ」を意識

もっと「伝わる」

デジタル戦略

もっと「伝わる」

ターゲティング戦略

方向性 ② 方向性 ③
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第３期 広聴広報戦略プラン骨子案０4

本市では、一人一人が手を携え、ともに支え合う「高知市型地域共生社会」の実現を目指して
いる。そのためには、市民と職員のコミュニケーションが必要不可欠であるが、市政に対する
市民ニーズやまちづくりの課題も多様化しており、行政の求められる広聴・広報の在り方も変
化している。

新型コロナウイルス感染症拡大を主な契機として、急速にデジタル化が進展。テレワークやオ
ンライン授業など、従来利活用が十分に進んでいなかった分野でもデジタル化が進んでいる。

2022年12月、「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が閣議決定。

2022年６月、「こども基本法」が成立。2023年４月に「こども家庭庁」が発足。同法では、こ
ども等の意見を施策に反映させることとしている。

社会情勢の変化により職員の日々の業務量が増加し、広聴・広報活動の重要性への認識が希薄
になり、新たな広聴・広報スキルも不足してしまうことが懸念される。

多様化する市民ニーズの把握や、随時・的確な市民情報の提供には、各部署、各部署における
取組が必要不可欠であり、市全体で戦略的に取り組んでいくことが重要。

地域住民の声を聴き、正しい情報を適切なタイミングで伝えること――それは、私たち自治体
職員にとって非常に重要な役割。

誰のために、何のために声を聴き、どのようにしたら情報にたどり着くのかなどを設計し、そ
れぞれに適したアプローチを全庁的に行っていくために、「第３期高知市広聴広報戦略プラ
ン」を策定し、職員一人一人がより戦略的な広聴・広報の取組を展開する。

策定の目的

現
状

全
国
の
動
向

策
定
の
目
的

課
題

① 策定の目的

② 目指す方向性

③ キャッチコピー

④ 計画期間

⑤ プランの構成

目次（案）

第 ３ 期 高 知 市 広 聴 広 報 戦 略 プ ラ ン 骨 子 案 ～ ア リ バ イ 広 報 ０ へ も っ と 「 伝 わ る 」 ３ つ の 戦 略 で S T E P  Ｕ Ｐ ！ ～



２０4

① 策定の目的

② 目指す方向性

③ キャッチコピー

④ 計画期間

⑤ プランの構成

目指す方向性

目次（案）

アリバイゼロ
戦略

どんなにいい情報でも、相手に
届かなければ存在しないのと同
じ。ホームページや広報紙等に
載せて終了ではなく、相手に必
要な情報がしっかりと確実に
「伝わる」工夫を意識する。

デジタル
戦 略

スマホ・パソコンの普及に伴い、
幅広い世代に対して迅速なアプ
ローチが可能となった。複数の
デジタルメディアをクロス、ミック
スさせることで、より効果的な広
聴・広報活動を展開する。

ターゲティング
戦 略

国等の施策（こども施策や物価
高騰対策など）に素早く対応し
ていくために、事業対象者とな
るターゲットに対して、最も適切
な広聴・広報ツールを検討し、

アプローチする。

市民と良好な関係を築きながら協働のまちづくりを進めていくためには、多様化する市民ニーズを把握

するとともに、随時・的確な情報提供が必要である。そのためには、特定の部署・職員ではなく、
全ての部署・職員が広聴広報担当者としての意識を持つことが重要となる。

第３期戦略が目指すのは「全職員が広聴広報担当」。

その上で、市民に対してさらに「伝わる」ための広報力のスキルアップを図る「①アリバイゼロ戦
略」、複数のデジタルメディアを効果的に活用し、幅広い世代に対して迅速にアプローチするための

「②デジタル戦略」、国の動向や社会情勢の変化に素早く対応していくために、事業対象者に対して

戦略的なアプローチを行うための「③ターゲティング戦略」の３つを基本の柱として、第３期の広聴
広報戦略を展開していく。

もっと「伝わる」広聴・広報戦略を展開していくために、現在各課１名配置している「広聴広報担当者」だけでなく、全職員が
「広聴広報担当者」として意識してもらえるよう、広聴・広報活動に関する環境整備を行う。

全 職 員 が 「 広 聴 広 報 担 当 」
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広聴 広報広報 広聴 広報
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０4
第１期戦略 「伝える」から「伝わる」へ キャッチボール型広聴・広報

第２期戦略 市民の「ミカタ」でもっと伝わる キャッチボール型広聴・広報

キャッチコピー

４ 計画期間

第３期戦略 アリバイ広報０ へ

もっと「伝わる」 ３つの戦略でSTEP UP！

情報通信技術や社会状況の変化のスピード感を踏まえ、第１期、第２期広聴広報戦略プランの計画期間
は４か年としていた。

令和４年12月に「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が閣議決定されたことから、本市では現行の
「第２期高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の終期を１年前倒し、令和６年度を始期とする５か
年の「第３期高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略(仮称）」を策定することとしている。

戦略プランは総合戦略を補完していくことも想定されることから、総合戦略と計画期間を合わせること
とし、令和６～10年度の５か年計画とする（ただし、必要に応じて年度改定を行う）。

2015（H27） 2016（H28） 2017（H29） 2018（H30） 2019（R元） 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5） 2024（R6） 2025（R7） 2026（R8） 2027（R9） 2028（R10）

第１期 広聴広報戦略プラン

第３期 まち・ひと・しごと創生総合戦略第２期 まち・ひと・しごと創生総合戦略第２期 まち・ひと・しごと創生総合戦略

高知市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン

２０１１高知市総合計画 後期基本計画（２０２１～）

第２期 広聴広報戦略プラン 第３期 広聴広報戦略プラン

２０１１高知市総合計画 前期基本計画（２０１１～）

① 策定の目的

② 目指す方向性

③ キャッチコピー

④ 計画期間

⑤ プランの構成

目次（案）

ゼ ロ
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０4 プランの構成（案）

はじめに

第１章 基本方針

策定の目的／背景／

現状と課題／目指す方向性／

キャッチコピー／計画期間

第２章 広聴・広報戦略

広聴と広報の役割

伝える≠伝わる

基本的な３つの柱

①アリバイゼロ戦略

②デジタル戦略

③ターゲティング戦略

第３章 全職員が「広聴広報担当」

住民サービスの向上／業務の改善

① 策定の目的

② 目指す方向性

③ キャッチコピー

④ 計画期間

⑤ プランの構成

目次（案）



第３期戦略の具体的な取組例０５
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広聴戦略
広報戦略

・市長と語ろう会

・出前講座

・市民の声

・市民ウェブモニター

・広聴広報推進委員会

組織戦略

・広報「あかるいまち」の充実

【広聴】紙面アンケートの実施

（プレゼント企画）

【広報】伝わる紙面づくり

・市長定例記者会見

・ＳＮＳを活用した情報発信

（Instagram・YouTube等）

・動画広報

・まちを好きになってもらう事業

（高知市ＰＲ大使）

・高知市公式ホームページの

リニューアル

・デジタル化の推進

・こども向けホームページの作成

・広聴広報担当者の配置

・広聴広報研修の実施（担当者向け）

・広聴広報活動支援（アドバイス・機材の貸し出し）

・チラシ・写真のテンプレートの共有

・広聴広報研修の実施（管理職向け）

・マニュアルの充実

・広報「あかるいまち」紙面

アンケートの可視化

・気軽に意見投稿が

できる仕組みづくり

NEW

NEW

・LINE公式アカウントの運用

【広聴】市道の異常や施設の故障など、

市民が情報提供できる通報機能

【広報】ニーズに合わせた市政情報を

セグメント配信

・新たな広報媒体の発掘
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年度 内容
特記事項

７月

9日

25日

★ 戦略プラン（骨子案）の作成

第１回 市長と語ろう会（学生対象：14人）

職員研修の開催（担当者向け：対象約200人）＠２時間×２回

 研修会場は高知市本庁舎６階大会議室。内容は広報スキ

ルアップ研修。対象は広聴広報担当者及び受講希望者と

する。

 「若者にささる これからの広聴・広報を考える」をテー

マに「市長と語ろう会」を実施（全２回）

８月 2日

22日

第１回 広聴広報推進委員会の開催

第２回 市長と語ろう会（まちづくりに興味のある学生対象）

市民ウエブモニターへのアンケート(予定）

 戦略プランの方向性について、推進委員から意見を聴く。

９月

10月 ★ 戦略プラン（素案）の作成

11月 第２回 広聴広報推進委員会の開催

★ 戦略プラン（案）の作成

広聴広報推進委員の委嘱（次期：R5.11.22～R7.11.21）

 戦略プラン（素案）について、推進委員から意見を聴く。

12月 市議会へ戦略プラン（案）を報告  総務常任委員会で戦略プラン（案）の概要を報告

Ｒ６.１月

12日

★ 戦略プランの完成・公表

職員研修の開催（管理職向け：対象約120人）＠１時間×２回

（担当者向け：対象約200人）＠1.5時間×２回

 職員研修に参加できない職員向けに動画撮影を行い、

アーカイブ配信する。
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